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This paper focuses upon the period between 1938 and 1987 during which Lee Byung-chul, founder of 
Samsung Group had run the conglomerate, and examines how much and in which ways the Samsung 
Group had been influenced by and/or from Japan, from the viewpoints of capital building, growth model 
and technology, in the course of which period Samsung had been growing to one of the largest Korean 
conglomerates (chaebol). Samsung started out as a small local company under Japanese colonial rule. It is 
natural to some extent for a company under colonial rule to rely upon the ruling Japan with regard to social 
infrastructure, capital, technology, etc., and what is more important is how much and in which ways it did 
rather than the extent of Japanese influence. Although after 1945 Japanese influence on Korean companies 
diminished, compared to the colonial rule period, it was still very strong. The growth of Samsung showed 
the characteristics of bonds with political power, business diversification, speedy response to domestic and 
global market changes, and heavy reliance upon Japan and Japanese companies. First, Samsung borrowed 
money from Japanese banks and companies for capital building. Second, regarding its growth model, 
Samsung mainly borrowed business management skills and strategies, as well as imitated business models 
of electronics and semi-conductors from Japanese companies. Third, Japan’s technological influence 
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LG もあるが、サムスンを選んだ理由としては、サムスンが他の 2 つの財閥に比べて事業分野がもっ
と広く、親族財閥も含めた総資産規模、売上、韓国の海外輸出に占める割合、時価総額等において他
の財閥を凌駕しており、韓国の財閥を研究するうえで、もっとも典型的で代表的であると言えるから
である（ソウル新聞社産業部 2005: 16-17）。 
これまで韓国の財閥の成長に関する先行研究は、財閥の成長に影響を与えた要因として、政府主導
の産業政策又は政財癒着等を強調してきた（服部 1988a, 深川 1994, ジョドンソン 1991, ゴンジェウ




の成長を歴史的に羅列した記録の域を超えず（ガンジング 1997, ジョドンソン 1991, 谷浦 1984, 柳
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本稿では、上記 3 大財閥のうち、サムスンに焦点を絞り、創業から 80 年代半ばまでの、サムスンの






















サムスンの創業者である李秉喆（イビョンチョル）は、1910 年 2 月 12 日、朝鮮慶尚南道の大地主
である李纉雨（イチャンウ）の二男二女の末っ子として誕生した。祖父代から、米 1 千石の大農地 1を
所有しており、祖父の土地を李秉喆の父親が受け継いだ（李秉喆 1986: 1-4）。このように、李秉喆の
社会的背景は地主階級であった（キムユンテ 2000: 114）。李秉喆は、1934 年 10 月、父親から事業資





                                                        
1 １千石の農地とは、1 年間生産される米の量が約 2 千米俵で、1 年間約 160,000kg の米が生産できる土地
の広さを示す。当時、朝鮮の全国の米生産量は、1 年間約 1630 万石であった。 
2 当時の 300 石（600 米俵）は、当時約 13,000 ウォンで、現在の価値に換算すると、約 15 億 7000 万ウォ
ン（約 1 億 5 千 700 万円）に相当する。 
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ている。キムヨンモ（1962）は、43 大企業集団のうち約 51％の創業者の社会的背景が地主階級であっ
たと指摘している。また、Jones and Sakong（1980）は、1976 年の調査で、1975 年現在、50 人以上の







表 1 1936~1948 年のサムスンの事業活動の概要 
年度 李秉喆・サムスン事業関連 


















1941年 （6月）株式会社サムスン商会に社名変更：サムスン商会として法人登録 【太平洋戦争開始】 






・出典：李秉喆（ 1986: 1-49, 274-275）、李秉喆（ 1989: 7-12, 308）、サムスングループ「サムスン沿革」
http://about.samsung.co.kr/about/history.do（最終閲覧日 2015 年 8 月 17 日）、柳町（2003: 10-14, 37-38）に基づいて作成. 
 
表 1 に、1936 年から 1948 年までの李秉喆とサムスンに関連する主な出来事を整理した。日本の植





の事業家と共同で協同精米所に 3 万ウォン 5を投資したが 6、他の日本人が経営する精米所と競争でき
る規模の精米所を設立するのには資金が不足していたため、朝鮮殖産銀行の馬山支店 7から借入をし




4 ただし、サムスンでは、公式的なグループの創業を「1938 年 3 月 1 日」と定めている。日中戦争以降に
設立された「サムスン商会」が李秉喆の独自投資であることから、今の「サムスン物産」の母胎である
と規定した（サムスングループ「サムスン沿革」http://about.samsung.co.kr/about/history.do（最終閲覧日 2015
年 8 月 10 日）。 
5 当時の 3 万ウォンは、現在の価値で約 36 億ウォン（約 3 億 6 千万円）に相当する。 
6 同業者は、故郷の友人であった鄭鉉庸（チョンヒョンヨン）と朴正源（バクチョンウォン）で、一人当
り 1 万ウォン（約 12 億ウォン）ずつ投資した。 
7 李秉喆によれば、「朝鮮殖産銀行馬山支店の平田支店長は、私を全幅的に信頼し、事業を積極的に支援し
李 恵美 「サムスングループの形成と成長における日本からの影響」 




よる投資は、1950 年代から 1960 年代までサムスンの主要な投資財源として続いており、銀行及び日
本の企業から資金を借りる傾向も続いていた。 












共同精米所と日出自動車会社の全事業を精算した（李秉喆 1986: 31-32）。 
日中戦争の勃発後、1938 年 3 月、 資本 3 万ウォンで「サムスン商会」という貿易会社を設立する。










図 1 1939 年のサムスン商会 9 
 
 
                                                                                                                                                                                        
てくれた」と言う。平田支店長は、馬山支店支店長を経て、ソウル本店の重役を経たあと、退職した。
独立後日本に帰国したが、そのあとでも、李秉喆との関係を続けていた。李秉喆が来日する時は、たま
に会ったと言う（李秉喆 1986: 26）。 
8 朝鮮醸造株式会社は、日本人が経営していた会社であり、大邱でも 1、2 を争う大会社であった。1945 年
8 月までの朝鮮醸造の経営は、主に李秉喆が担当していたが、日中戦争の長期化、太平洋戦争の勃発など
をうけ、朝鮮醸造の経営を友人の支配人に任せ、李秉喆は故郷である慶尚南道宜寧郡に疎開した。1946
年 10 月から、大邱に戻り、朝鮮醸造の経営を担当したが、1947 年 5 月、李秉喆は朝鮮醸造の経営を幹部
社員に完全に任せ、家族とともにソウルに上京した（柳町 2003: 13-14）。 
9 サムスングループ「サムスン沿革」http://about.samsung.co.kr/about/history.do（最終閲覧日 2015 年 8 月 10
日）より。 





生まれはじめた。1947 年 5 月、李秉喆は、家族とともに大邱からソウルに移住し、輸入業で大きな利






































1960 年代と 1970 年代を経て消えている。彼らが言及している企業は、現在、30 大財閥群に入っておらず、
二人の主張は当てはまらない。 
11 1940年代、韓国における日本人の投資は、3分の 1が日本の財閥による投資であった（Grajdanzev 1944: 152）。 




製糖の遺伝子工学への投資は、政府の支援を期待して始めたものではなかった（李秉喆 1986: 64-67, 1989: 
15）。 
13 サムスン物産公司は、20 名余りの社員で出発した（柳町 2003: 15）。 
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た大邱の朝鮮醸造に予想外の余剰資金 14があり、その資金で 1951 年 1 月、再び釜山でサムスン物産を
設立した。サムスン物産は、砂糖、肥料、紙、ウール、ナイロン、アルミ、医薬品などを輸入し、日
本と東南アジアに、屑鉄、イカ、米を輸出した。サムスン物産は、大規模な資本を蓄積するための重













表 2 1949~1960 年のサムスンの事業活動の概要 
年度 李秉喆・サムスン事業関連 
1950年 
（2月）3ヵ月間日本経済界視察（財界人 11人と同行）  
（12月）大邱に避難 【朝鮮戦争】 




1954年 （9月）第一毛織工業設立：生地生産へ、服地の国内供給へ  
1955年 大韓精糖販売設立  
1956年 （2月）ドイツ Spinbau社と毛織機械導入交渉  
1957年 
第一製糖内に精粉工場を設立：小麦粉生産を開始  
（1月）国内初の社員公開採用実施 16  







（10月）商業銀行株式の 33％買収  
（12月）韓国タイヤ・東一紡績・湖南肥料を買収  
1959年 
（4月）朝興銀行株式の 55％買収  
（5月）サムスン会長秘書室設置  
1960年  【4.19革命】 
・【】は、韓国関連及び時代的背景. 
・出典：李秉喆（1986: 50-102, 275-277）、李秉喆（1989: 13-20, 308-309）、サムスングループ「サムスン沿革」




                                                        




が可能な製糖業を検討した。」と述べている（李秉喆 1986: 64）。 
16 社員公開採用により、1957 年から 1986 まで（李秉喆が経営を担当していた期間）の 29 年間は、大卒 16,736
名（1957 年から 1978 年までは、公開採用で採用した新入社員はすべて大卒だった）を採用し、1978 年
から 1986 年までの 8 年間は、専門大学及び高卒 19,062 名を採用した（サムスン秘書室 1988: 151）。 





















第一製糖が砂糖を生産しはじめて 6 か月後の 1954 年 4 月には、工場施設の拡張が必要になるほど、
需要が増えていた。1954 年 5 月までの生産量は、一日 25 トンであった。2 千万ウォン（約 200 万円）
だった資本金は、20 億ウォン（約 2 億円）に 100 倍増えていた。砂糖の生産量も、3 回の工場拡張を
した結果、一日 25 トンから 265 トンまで増えた。第一製糖の国内市場のシェアは、1957 年を除いて、
常に 50％を超えていた。第一製糖工場を設立してから 2 年後、サムスンは財閥という称号で呼ばれる








ツとイギリスから受け入れた。1955 年には 5 人のドイツ人技術者、1956 年には 3 人のドイツ技術者、
1957 年には 1 人のドイツ技術者と 2 人のイギリス技術者を招待し、生産に必要な技術を学んだ。また、
第一毛織は、韓国人の技術者をドイツとイギリスに派遣し、設備の組立と機械の運転技術を学ぶよう
にした。1955 年、5 人の技術者を、西ドイツ（Bernhardt Co., Spinbau Co., S. Lentz Co., Goerler Co.）と





（Amsden 1989: 236-237）。 
李承晩政権は、1950 年後半に銀行の政府所有株式を払い下げて民営化を断行した。サムスンは、1957
年 2 月には、興業銀行株式の 83％を買収し、1958 年 10 月には、商業銀行株式の 33％買収した。そし
て、1959 年 4 月には、朝興銀行株式の 55％を買収した。銀行の民営化に伴う買収によって、韓国の大
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手銀行のほぼ半分がサムスンの所有になった 19（柳町功 2003: 16-17）。サムスンは所有していた銀行
からの資金を用いて、財政的に困難な状況であった会社を本格的に買収しはじめた。1957年 8月には、
天一證券を買収し、1958 年 12 月には、韓国タイヤ、東一紡績、湖南肥料などの企業を買収した。サ
ムスンは、資金を用意することができるとき、そして可能であれば、多くの事業分野で多角化しよう
とする意図を持っている。これは、韓国財閥の特徴でもあり、財閥がグループを拡大させるための主
要な方法であると思われる。しかし、サムスンが所有していた 3 つの銀行は、1961 年の 5.16 軍事ク
ーデターにより、1961 年 10 月にまた韓国政府に帰属される 20。サムスンにおける金融機関の所有は、
4 年未満と短いが、サムスンが 1950 年代から日本の戦前の財閥をモデルとし、企業組織を構築しよう
とした点は重要である。サムスンがモデルとした戦前の日本の財閥は、子会社の金融部門を支援する
商業銀行や総合商社を中心として企業集団を形成していた（服部 1986: 83）。 






















 表 3 は 1961 年から 1973 年までの李秉喆とサムスンに関連する主な出来事を整理したものである。
これでみると、サムスンは、1950 年代後半以降肥料工場の建設にも関心を持っていた。農業がメイン
                                                        
19 柳町（2003）によれば、「1950 年代半ば以降、李秉喆ははじめて「財閥」という呼び方をされるように
なったというが、まさに財閥形態の完成に近づいたと見られるのが、金融機関の獲得であった」と述べ
ている（柳町 2003: 16）。 









らこれについて質問されたことがあるが、答えをごまかしている（日経 BP 1977）。 
22 家族経営者の手足となって彼らのトップダウン経営を補佐したのがサムスン秘書室であった。この組織
は、制度的にはサムスン物産に属しているが、実質的にサムスン全体の参謀本部であり、各「財閥」の
同様の組織のモデルともなり、また最も整備され、権限も集中されている（服部 1988a: 251）。 




益を得ることができると判断した。肥料工場は、1964 年 8 月三井物産からの支援を受けて建設に入れ
るようになった。三井物産からは、4,190 万ドルの資金、すべての設備、建設資材、技術サポートなど
の支援を受けた。（李秉喆 1986: 150, オウォンチョル 1995: 192-201）。工場建設は、東洋エンジニア
リングが担当した。この工場は、規模として、当時の韓国では最も大きな事業プロジェクトでもあり、 
 
表 3 1961~1973 年のサムスンの事業活動の概要 
年度 李秉喆・サムスン事業関連 
1961年 都市銀行の政府帰属化（朴政府の銀行国有化）  
1962年 第 2次通貨改革による資金事情悪化 
















（9月）中央日報社設立：マスコミ進出 洪璡基も経営に参加 23 





【第 2次経済開発 5ヵ年計画発表】 
【外資導入法】 
（5月）中央開発設立（現：サムスンエバーランド） 1968年 11月、竣工・開院 
（5月）高麗病院設立 
1997 年 10 月、サムスンエバーランドに社
名変更 



















（12月）サムスン NEC、ブラウン管生産開始  
1971年 韓国電算設立  











・出典：李秉喆（1986: 103-226, 277-280）、李秉喆（1989: 20-39, 309-311）、サムスングループ「サムスン沿革」
http://about.samsung.co.kr/about/history.do（最終閲覧日 2015 年 8 月 17 日），柳町（2003: 17-22, 39-40）に基づいて作成. 
                                                        
23 中央ラジオ放送社長（1964 年）、中央日報社長（1968 年）、東洋放送代表理事（1971 年）、中央日報・東
洋放送社長（1974 年）、中央日報会長 1980 年。 
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表 4 外国企業との合弁事業の年表（1969~1989 年） 
企業名 合弁時期 合弁先及び出資比率（残りはサムスンの持ち分） 
サムスン三洋電機 1969年 三洋電機（日本）40％、住友商事（日本）10％ 
サムスン NEC 1970年 NEC（日本）40％ 
韓国電算 1971年 協栄生命（日本）33.3％ 
第一合繊 1972年 東レ（日本）14.3％、三井物産（日本）14.3％ 
サムスン三洋パーツ 1973年 三洋電機・三洋電機貿易（日本）75％ 
サムスンコーニング 1973年 コーニング（アメリカ）50％ 
新羅ホテル 1973年 ホテルオークラ等（日本）50％ 
サムスン重工業 1974年 石川島播磨重工業（日本）25％ 
サムスン石油化学 1974年 アモコ（アメリカ）35％、三井物産（日本）15％ 
サムスン GTE通信 1977年 GTE（アメリカ）49％ 
サムスン時計 1983年 服部セイコー（日本）49％ 
サムスン医療機器 1984年 GE（アメリカ）55％ 
韓国ヒューレットパッカード 1984年 ヒューレットパッカード（アメリカ）55％ 
サムスンユナイテッド航空 1985年 ヒューレット＆ホイットニー航空（アメリカ）49％ 
韓国信越シリコン 1986年 信越化学工業（日本）50％ 
サムスンデータシステム 1987年 韓国 IBM（アメリカ）33.3％ 
第一冷凍食品 1987年 味の素（日本）50％ 
サムスンクラーク 1987年 クラーク（アメリカ）20％ 
サムスンエマソン電機 1988年 エマソン電機（アメリカ）45％ 
ハイクリエイション 1988年 イトキン（日本）49％ 
第一チバガイギー 1988年 チバガイギー（スイス）50％ 
大韓精密化学 1988年 Kali und Salz GmbH（西ドイツ）46％、ソルベー（ベルギー）4％ 
サムスン BP化学 1989年 BP（アメリカ）51％ 
第一 Bozell 1989年 Bozell（アメリカ）30％ 















朴正煕大統領は政治資金が必要だったため、密輸を選ぶことに合意した」（李孟熙 1993: 128-174）。 






本だけでなく他の国の企業とも合弁会社を作ったが、28 件のうち 14 件（50％）が日本の企業との合
弁であり、特に 1970 年代の半ばまでは、日本企業との合弁が圧倒的に多かったことがわかる。サムス






緩和させることでこの問題を解決したと述べている（李秉喆 1986: 206）。 
サムスンが電子産業に進出するための条件は、サムスン三洋電機とサムスン NEC が生産する製品の
全量を輸出することであった。サムスン三洋電機は、1969 年 12 月に設立され、サムスン NEC は、1970
年 1 月にサムスン電子を持株会社として設立された。しかし、サムスン三洋電機とサムスン NEC は、
生産製品の全量を輸出するという条件を満たすことができなかった。1973 年 12 月以降、国内市場で
も販売が可能になってから、ようやく黒字が出せるようになった。1973 年末まで、全量輸出条件を満
たすことができず、赤字が続いていた理由としては、低い品質と合併両社間の意見調整がうまくでき






ど、技術学習も進めた（李秉喆 1986: 201-213）。 
 
表 5 電子産業における日本からの技術導入事例（1969~1994 年） 
年度 技術導入活動 
1969年 サムスン電機：三洋電機との技術移転協定によって、白黒テレビの組立を開始 










1993年 サムスン電子：東芝と 8年間、フラッシュメモリーの共同研究 
1994年 サムスン電子：NECと 256MB DRAMの研究データの交流に合意 
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サムスンは、電子産業への進出のために、1969 年から 1973 年まで、4 つの系列会社を設立した。①
サムスン三洋電機（1969 年 12 月設立）では、テレビ、ラジオ、テープレコーダー、ステレオなどの
完成品を、②サムスン NEC（1970 年 1 月設立）では、 真空管、ブラウン管などの部品を、③サムス
ン三洋パーツ（1973 年 8 月設立）では、チューナー、偏向コイル、高圧トランス、電圧コンデンサー
などの部品を、④サムスンコーニング（1973 年 12 月）では、ブラウン管ガラスを生産した。これら
の 4 つの中核会社を、合弁の形で立ち上げた。また、このうち、アメリカのコーニングとの合弁会社








品 3 社（サムスン NEC、サムスン三洋パーツ、サムスンコーニング）は、サムスン電子（サムスン三
洋電機）とは別に、技術の学習の過程を経た。その過程のなかで、技術導入と研究開発の面において、
より多くの経験とノウハウを蓄積することができたと思われる。 
1960 年代のサムスンは、百貨店（1963 年 7 月、新世界百貨店）、生命保険社（1963 年 7 月、東邦生





 表 6 に 1974 年から 1979 年までの李秉喆とサムスンに関連する主な出来事を整理した。1970 年代半
ば以降に行われた総合貿易商社（General Trading Companies）制度の導入は、日本の総合貿易商社がモ
デルになっていた。サムスンは、日本の貿易商社の成功に鼓舞され、日本の総合貿易商社の歴史と機
能について研究を続けていた。1971 年 1 月、朴正煕政権に「総合貿易商社の育成に関する建議案」を
提出したが、この案は、日本の総合貿易商社がモデルになり、具体的な案については伊藤忠商事の瀬




室 1974: 28-30, サムスン秘書室 1988: 375）。 
1975 年 5 月 19 日、サムスン物産は、韓国で最初の総合貿易商社と指定される 26。1970 年代後半、
サムスン物産は、サムスングループの中核企業の役割を果たしていた。サムスン物産は、すでに安定
                                                        
25 瀬島龍三は、第 2 次世界大戦当時、日本満州軍に配属されていた朴正煕元大統領の直属の上司でもあっ









http://www.archives.go.kr/next/search/listSubjectDescription.do?id=006706（最終閲覧日 2015 年 9 月 16 日））。
朴正煕政権は、1975 年、「総合貿易商社指定制度」を設けて総合商社を管理した。サムスン物産、現代総
合商社、LG 商社、大宇インターナショナルなど 7 社が指定されていた（ジョドンソン 1983）。 
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した輸出製品の物量を確保していた。相次いで、海外支店を開設し、国際市場への進出を拡大した。





へと転換した。1977 年、サムスングループは、6 億 2 千万ドルを輸出したが、これは、韓国の総輸出
の 6％に相当する金額であった。サムスン物産の輸出は、総合貿易商会を導入した前後に、1974 年か
ら 1976 年までの間、約 7％増加した（サムスン秘書室 1988: 381）。1970 年以来、サムスン物産の売
上高は、常に韓国で 3 位以内を維持している。 
 
表 6 1974~1979 年のサムスンの事業活動の概要 
年度 李秉喆・サムスン事業関連 
1974年 
（3月）・サムスン三洋 → サムスン電機に社名変更 
  ・サムスン三洋パーツ → サムスン電位パーツ社名変更 
 ・サムスン NEC → サムスン電管に社名変更 
（7月）サムスン石油化学設立：重化学工業への進出  
（8月）サムスン重工業設立  
（12月）韓国半導体買収 1978年 3月、サムスン半導体に社名変更 
1975年 
（1月）中央エンジニアリング設立  















（8月）サムスン精密工業設立 1987年 2月、サムスン航空産業に社名変更 
（10月）サムスン海外建設設立  
（12月）サムスン GTE通信設立  
（12月）韓国半導体買収：通信・半導体事業への進出 
韓国電子通信（1980年 4月買収）と合併さ












・出典：李秉喆（1986: 167-226, 280-282）、李秉喆（1989: 311-312）、サムスングループ「サムスン沿革」




を決定した。サムスンは、「サムスン経営第 2 次 5 か年計画（1973-1977）」において、造船と重工業を
含む重化学工業への進出を表明した（サムスン秘書室 1988: 394）。ほとんどの投資は、日本企業との
合弁会社を通じて行われた。日本企業との合弁投資を通じて設立された会社としては、サムスン三洋
電機（1969 年）、サムスン NEC（1969 年）、第一合繊（1972 年、東レ産業と三井物産）、新羅ホテル（1973
年、ホテルオークラ）、サムスン重工業（1974 年、石川島播磨重工業）、そして、サムスン時計（1983
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Hyemi LEE, Influence of Japan on the Formation and Growth of the Samsung Group 
 139 
年、服部セイコー）などがある（サムスン秘書室 1988: 371−374）。 
サムスン電子の場合、輸入する部品の約 80％以上が、日本からの輸入品であるほど、日本製部品へ
の依存度が高かった。サムスン電子から出版された「サムスン 20 年史」によれば、サムスン電子が日
本から輸入した部品に依存するのは、1980 年代後半まで続く（サムスン電子 1989: 494）。特に、日本
企業への依存は、先端技術であるほど深刻だった（ソンソンス 2008）。また、この時期のサムスンは、
技術、部品、デザイン、マーケティングにおいて、自社ブランドで輸出する力量が小さく、電子産業
の輸出の半分以上が OEM によるものであった（表 7、表 8）。 
 






  ・出典：サムスン電子（1989: 494）． 
 
表 8 電子産業におけるサムスンブランドと OEM の輸出比率（1984 年、1987 年） 
 
1984年 1987年 
輸出 比率 輸出 比率 
サムスンブランド 226百万ドル 33.80% 597百万ドル 34.60% 
OEM 443百万ドル 66.20% 1,130百万ドル 65.40% 




サムスンは、1977 年 12 月、韓国半導体を買収することで、半導体産業に進出するための準備をは
じめた。李秉喆は、電子産業への進出時と同様に、日本の半導体産業が世界市場で優位を占めている
ことに注目した。1983 年 2 月 8 日、李秉喆は、サムスンが半導体産業に進出することを決め、集中投
資することを決定したと発表した。この時期の半導体産業は、日本とアメリカのハイテク企業がすで
に優位を占めていた。そのため、サムスンの半導体産業進出に対して、大多数は懐疑的であった。1984
年、国内で資金を調達するのが難しく、サムスンは国際金融市場で 1 億 4 千万ドルの借款を調達した。
1 億ドルは香港の銀行団から、4 千万ドルは日本の銀行団からの借款であった。 
Hobday によれば、半導体産業のリスクを意識したサムスンは、DRAM の大量生産に成功していた
日本の例に従うことを決めた（Hobday 1995: 81）。サムスンは、半導体産業への進出を発表してから、
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の工程技術開発で対応することにした（ソンソンス 2008）。ただし、64KDRAM と 256KDRAM の開発
には、米国の企業で技術を習得した韓国系アメリカ人技術者の役割も大きかった 27。サムスンは、独
自に開発した技術に、彼らの工程技術とノウハウをプラスして、先進国との技術格差を克服した。 














韓国半導体（1977 年 12 月買収）と合併さ
れ、1982 年 12 月、サムスン半導体通信に
社名変更       
東洋放送（TBC）は KBSに吸収される 【政府の言論統廃合措置により】 
1981年 （1月）韓国安全システム買収 
1996年 3月、エスウォンに社名変更 












（2月 8日）東京宣言発表：半導体 VLSI事業への進出発表  
（12月）サムスン半導体通信は 64KDRAM の開発に成功  
1984年 半導体に続く先端技術各分野に進出 光通信、遺伝子工学など 
1985年 
（5月）サムスンデータシステム設立 1997年 4月サムスン SDSに社名変更 
（5月）湖巖アートホール開館  
1986年 （2月）李秉喆の自叙伝『湖巖自伝』出版  
1987年 （11月 19日）李秉喆死去  
1988年 李健熙副会長：第 2代グループ会長就任  
・【】は、韓国関連及び時代的背景. 
・出典：李秉喆（1986: 227-260, 282-286）、李秉喆（1989: 312-314）、サムスングループ「サムスン沿革」








                                                        




28 柳町によれば、「1982 年、サムスン半導体通信設立」とあるが（柳町 2003: 41）、サムスン半導体通信は、
1980 年 4 月に買収した韓国電子通信を、1982 年 12 月に社名変更したものである。このあと、1984 年、
サムスン半導体通信は、サムスン電子に吸収合併される（サムスン半導体通信 1987）。 
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いた 1936 年から 1987 年までの期間を対象に、サムスンの形成と成長における日本からの影響を、資













う（サムスン秘書室 1988: 192）。また、1970 年代半ば以降に行われた、韓国の総合貿易商社（General 
Trading Companies）制度の導入は、日本の総合貿易商社の仕組みをそのまま導入したものであった。
サムスンは、日本の貿易商社の成功に鼓舞され、日本の総合貿易商社の歴史と機能について研究を続
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